
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 多文化子ども自立支援センター

1 事業の成果
当法人は主に、地域に定住し、将来も日本の社会に根ざし、社会の担い手となる外国の文化背景のある

子ども (以下「当該生」)の、日本の生活に関する支障を最大限少なくし、必要な学業・技術の修得が得

られるように環境を整備し、自立した生活者となれるよう支援を提供する。又、この支援活動を通して、

地域の人々との多文化共生社会の実現を図ることを目的とする。

令和4年度においては、従来からの事業に加えて、夜間高校における学習支援と技能実習生等に対する

オンラインによる日本語指導を新たに開始した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 :4232】 千円)

(2)その他の事業 該当なし (事業費の総費用【    】千円)

疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

当該生の自立

事異
のための
°
(馨芦壌学、理科、
・装言嵩襲拳著婆援

通年

。当法人

事務所

・夜間高

校

17 当該生 40 2632

帰国子女への
支援事業

・日本語指導
・教科学習支援
(里
雪)英
語、数学、理科、

。進学、就業支援

通年

。当法人

事務所
3 帰国子女 3 100

その他

・技能実習生等への日本
語指導 (対面)
・技能実習生等への日本
語指導 (オンライン)

通年

。当法人

事務所

。オンラ

イン

6
技能実習

生等
30 1500
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書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 4年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上1生場合)
多 tiヒ 7ど

`.11,■ `tレ
ター

T会員受取会費
贅助会員受収会,

126,000

70.000受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

受託事業収益E
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電話インターネット代 (事彙)
事務消籠品費 (事業)
賃借科 (事業)
水道
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(事業)
電気代 (事■)
ガス代 (事業)

5,170
166.012
31.224

69,235
23,708
756.000

16,300
95,915
38.653
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役員薇目
綸科手当
退攣給付費用
福利厚生■ 10,000

旅☆交通費
消耗品費
通信運搬賛
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事務消耗品費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

現金

普通預金

未収収益

147,717

6,412,196
102,800

6.002.711・ ・ ・ (1)

(1)~…

車両運搬具
什器備品

2
ソフトウェア

借地権

面丁II覆 爾函顧画
敷金
長期貸付金

,

6.662,713【A】 資 産 合 計 ①+②

2

1

696,815

B―

未払金

前受金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

10,000.

4,2851

6,075,456
-123.843

B-2
正

5_051_613

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 6.662.71
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16 28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 多文化子ども自立支援センター

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準
協議会)によつています。
(1)欄卸資産の評価基準及び評価方法
対象科日無し

(2)固定資産の減価償却の方法
対象科目無し

(3)引 当金の計上基準
対象科日無し

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
自立支援事業 ID確立事業 環境解決事業 地域事業

帰国子女
支援事業

その他事業 受託事業A
(江古日の森)

126,000
70,000

0
2,835,000
49

3,031,049 ｎ

）

2,730,000

2,730,000 ｎ

）

300,000
5,170

0

0
69,235
103,212

21,787
95,915
16,300
38,653

756,000

1,406,272 ｎ

） 0
4,136,272 〈

Ｕ

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
奨学金貸与費用
図書書籍購入費
旅費交通費
通信運搬費
電話インターネ外代
消耗品費
事務消耗品費
電気代
水道代
ガス代
賃 借 料
租税公課
接待交際費
保険料
銀行手数料
管理諸費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 ‖,105,223) ｎ

〉

ｎ

〉
ｎ

〉

Ｆ

】



円 )

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

円 )

科 目 受託事業B
(東亜学園N2)

受に事業C
(ト ラバース)

受託事業D
(東亜学口IND)

受託事業E

(中野工科)
管理部門 (区分不明) 合計

1,440,000 301,600

1,440,000 301,600 ｎ

） 4,772,649

10,(Ю0

10,0()0 2,740,000

300,000
5,170
181,000
70,231

38,910
100,667
105,683
32,437

97,723
20,588
122,653
757,000
20,000
7,700
4,730

62,800
31,224

1,921

181,000
7,431
7,686
31,432
550
10,650
1,808

4,288
84,000
1,000
20,000
7,700
4,730
292,000

654,275 ｎ

） 2,156,492ｎ

） 95,945
664,275 4,896,49295,945

-123.8431,344,055 301,600 -664,275ハ
υ

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
奨学金貸与費用
図書書籍購入費
旅費交通費
通信運搬費
電話インタ■ット代
消耗品費
事務消耗品費
電気代
水道代
ガス代
賃 借 料
租税公課

接待交際費
保険料
銀行手数料
管理諸費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

金額 算定方法内容

な し

当期減少額 期末残高 備考内容 期首残高 当期増加額

合計

た し



科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

な し

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

5.固 定資産の増減内訳
円

6.借 入金の増減内訳

ワ
‘ 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

一
〇 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法
事業費と管理費に共通する経費 (費用)については利用実績 (利用時間および人数)に より経費を按分していま
す。
その他の事業に係る資産の状況

なし

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

〈
υ合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

756,000

84,000
756,000

84,000
840,000 840,000

(活動計算書)
賃借料 (事業)
賃借料
活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和4年度 財産目録
事 業 報 告 用

●2,●
"■
●■人 ,文化手ども自立■■セン

'一

102.80(

販売用寄附物品

現0預金
手元現金
普通預金

147,717

6.412,196

未収金
未収収益

6.662.7:3

什
パノコン

車両逮撮具
事業用車再

(2)●
"口
菫責産

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

仕地顧

長翔貸付金

(3)凛責その籠の責壼
嗽金

【A】 責 壼 合 計 ①+② 6.662.,13

696.815

10,∞Ю

4,285

前受金

預り金
源泉徴収視

未払全
給与

711.1110

長期借入金

退職給付

【[

■

【8-1】 ■ 債 合 計 ③+④ 71:.101

【B-21■ 味 財 産 合 計 【A】 ― 【0-1】 5.961.613
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書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (■事■年慶において■■であつたことがある全員の■名及び住所又はE所菫
びにこれらの者についての■事■年凛における嗜日の有

"を =●
した名簿)

樹戯□墾堕勤&生._壺茎1壁:=i上自菫 」建2L==

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 睡亜]・ 監事
trtl-?-? t =

 
令和 4年 10月  1日

令和 5年  9月 30日

年 月

月

日

‖年中山 員理子

2 □ ・監事

ワタナベナオコ  令和4年 10月  1日

令和 5年  9月 30日

年 月

月

日

日年渡辺 尚子

3 ・監事

ヘンミチグサ  令和 4年 10月  1日

令和 5年  9月 30日

年  月  日

年  月  日逸見 千種

4 □ ・監事
=Y'?Yfr)v  令和 4年 10月  1日

令和 5年  9月 30日

年  月  日

年  月  日西松 千鶴

5 巨亘]・監事
トミザワマサオ

 
令和4年 10月  1日

令和 5年  9月 30日

年

年

月

月

ロ

日冨澤 昌雄

6 □ ・監事
カシワギキヨシ  令和4年 11月 13日

令和 5年  9月 30日

年

年

月   日

月 日柏木 潔

7 日 ・監事
I =<*  令和4年 11月 13日

令和 5年  9月 30日

年

年

月

月

H

‖谷 真紀

8 ・監事

オオヤナギヒデコ

 
令和 5年

令和 5年

9月 16日

9月 30日

年 月

月

ロ

日年大柳 秀子

9 理事 。□

フナ トキヨシ  令和 5年

令和 5年

9月 16日

9月 30日

年  月  日

年  月  日船戸 潔

10 □ ・監事
フナ トキヨシ  令和4年 10月  1日

令和 5年  9月 16日

年  月  日

年 月 ロ船戸 潔



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

11 理事・匡ヨ
ニシムラタカオ

 
令和4年 10月  1日

令和 5年  9月 16日

年  月  日

年 月 H西村 孝雄

12 □
・監事
アラタヒサコ

 

令和 4年 10月  1日

令和 4年 11月 13日

年  月  日

年・  月   日荒田 久子



書式第4号 (法第 10条・第28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 ン

氏   名

1

中山 口理子  

2

渡辺 尚子  

3

逸見 千種  

4

西松 千鶴  

5

冨澤 日雄  

6

柏木 潔  

7

谷 真紀  

8

大柳 秀子  

9

船戸 潔  

10

荒田 久子

11

12




